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グループ全体の受注高は前年度並みの８８５億円、売上高は前年同期比
２％減の８６０億円となりました。営業利益は前年同期比１６％増の４９億円
となりました。

当期利益は前年同期比６％増の２９億円、当期包括利益は３９億円となりま
した。
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T&M事業は減収減益となり、営業利益は１８億円（営業利益率３．４％）となりま
した。一方、減収ながら調整後営業利益は公表値と同じ２２億円の確保に努め
ました。

PQA事業は増収増益となり、営業利益は２０億円（営業利益率８．７％）となりま
した。



第４四半期の連結及び各事業セグメントの営業利益、営業利益率は下記のと
おりです。

連結 ２２億円（営業利益率：９．５％）

T&M １１億円（営業利益率：７．９％）

PQA ６億円（営業利益率：９．８％）
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T&M事業は、モバイル計測市場の停滞は続くものの、５Ｇ ＮＳＡの標準化が完
了し、５Ｇ R&D用測定器の需要が具体化してきました。

当社は、５G初期開発需要を獲得するため、2018年2月に５Ｇ ＮＳＡ R&D用測
定器を市場に投入しました。



T&M事業の第４四半期受注高は、５Ｇ新製品の受注などを取り込み、第３
四半期より３２億円（２４％）増の１６６億円でした（前年同期比４％減）でし
た。

PQA事業の第４四半期受注高は、第３四半期と同水準でした。

なお、受注残高はグループ全体で２１１億円（前年同期比１６％増）、T&M
事業では１５９億円（同２１％増）、PQA事業では４３億円（同４％増）でした。
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日本市場は前年同期比２％増収、米州市場は２０％、EMEA市場は５％、アジア
市場は１１％、それぞれ減収となりました。
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運転資本の効率化等により、営業キャッシュフローを着実に獲得しています。
2015年度は、グローバル本社棟の建設を含む有形固定資産の取得による支
出が主なものです。
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営業キャッシュフローは、７９億円の資金獲得となりました。
投資キャッシュフローは、３９億円の支出でした。

その結果、フリー・キャッシュフローは４０億円の資金獲得となりました。

財務キャッシュフロー 資金支出８２億円の主なものは、普通社債の償還６０億円
と配当金の支払い２１億円（１株配当 ６月：７.５円、１２月：７.５円）です。

以上の結果、現金同等物期末残高は、期首残高より４２億円減少の３５５億円と
なりました。



２０１９年３月期の通期業績の見通しは上記のとおりです。

T&M事業の売上高は、５Ｇの初期開発需要を確実に獲得することで、前
期比１０％の増収、営業利益は９２％の増を見込みます。

PQA事業は、前年度に引き続いて、国内外の食品・医薬品市場における
品質保証ニーズを、最適なソリューションの投入で確実にとらえて、売上
高２３５億円を目指します。営業利益は、海外市場拡大のための投資を重
点的に行うため、前期並みの水準にとどまる見込みです。
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当社は、株主の皆様に対する利益還元について、連結業績に応じるととも
に、総還元性向を勘案した利益処分を行うことを基本方針としております。
剰余金の配当については、連結当期利益の上昇に応じて、親会社所有者
帰属持分配当率（DOE：Dividend On Equity）を上げることを基本にしつつ、
連結配当性向３０％以上を目標としており、株主総会決議もしくは取締役
会決議により、期末配当及び中間配当の年２回の配当を行う方針です。

次期の配当は、次期業績見通しの達成を前提として、１株当たり年間１７
円（うち中間配当８．５円）を予定しております。
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